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[事実の概要
]

　訴外Ａ信用組合は、訴外Ｂが代表取締役である訴外Ｃ会社と昭和５３年以来取引関係があった。Ｂは、さらに訴外Ｄ会社、Ｅ会社、Ｆ会社、Ｇ会社をも経営して、５社でＣ会社グループを形成し、Ａから融資を受けていたが、これらはもっぱらＢがＡからの融資限度枠を拡大するために利用していたペーパーカンパニーであった。Ｂは、昭和６３年頃からマンション用地として６０００坪の開発地域の購入に着手した。しかし都市計画法により必要な知事の開発許可は得られず、市の指導要綱に基づく市長との事前協議の手続も進展していない。本件融資当時のＣグループは、平成４年度の未処理損失が４０臆円以上、Ａからの融資残高約５０億円で、Ａに対し、明白に延滞している債務はなかったが、実際には、返済期日を延長したり、返済資金の融資（元加貸し）を受けたりしていた。Ａから受けた融資は他の融資の返済原資として流用していた。当時の協同組合による金融事業に関する法律６条１項、及び同法が準用する銀行法１３条によれば、同一人に対し信用組合は資本及び準備金の合計額の２０％を超えて貸出しをしてはならず、ＡのＣグループに対する限度額は、本件第１融資から第５融資において、約１０億７０００万円ないし１１臆６０００万円程度であった。つまり、第１融資を行う時点において、すでに大口信用供与等規制に違反していたわけである。

　Ａは、昭和３０年に設立され、平成４年には預金量も１０００臆円に達していたが、平成４年の大阪府による定例検査において、不良債権の急増、法令通達違反、貸出審査における資金使途の審査等の不備の指摘を受けた。これに対しＡは、大阪府知事への報告書において、Ｃグループへの融資を大口信用等

規制の限度超過貸出金として記載していた。平成５年、６年にも、Ａは大阪府から同様のより厳しい指摘を受けている。

　Ａは、平成５年２月に、上記開発の一環として、その東側斜面地の売却にかかる費用として、同年３月末を返済期限に、Ｄ会社に３２００万円を融資し（第１融資）、Ｅ会社に７０００万円を融資した（第２融資）。Ｃグループは、同年４月、８月に東側斜面地
を合計約３５臆円で売却したが、売却代金が第１融資、第２融資の返済原資とされていたのにもかかわらず、返済しなかった。ところが同年８月には、ＡはＥ会社に１億５０００万円を融資し（第３融資）、１２月にはＣ会社に４億５０００万円を融資し（第４融資）、平成７年２月にはＢに１億２０００万円を融資した（第５融資）。本件各融資当時、Ｙ１（被告・控訴人兼被控訴人）はＡ理事長、Ｙ２（被告・控訴人兼被控訴人）はＡ専務理事、Ｙ３（被告・控訴人兼被控訴人）はＡ理事兼審査管理部長であり、Ｙ１及びＹ２はすべての本件各融資につき、Ｙ３は第４及び第５融資についてのみ、決裁を行っている。

　しかしこれらの融資金はほとんど返済されなかった。平成７年５月にＹ１，Ｙ２，Ｙ３はＡの役職を辞任し、平成８年３月、ＡはＣグループに対する融資を打ち切ることとした。Ａは、平成１１年1月に本件第１ないし第５融資を含む資産をＸ（原告・被控訴人兼控訴人）に譲渡し、解散した。Ｘが、Ｙ１及びＹ２に対し、第１融資ないし第３融資の損害として１億５９００万円、及びＹ１ないしＹ３に対し、第４、第５融資の損害として４億４７００万円、及びこれらの遅延損害金の支払を請求したのが、本件訴訟である。

 [判旨]
「信用組合の理事といえども、信用組合という中小規模の金融機関の維持運営を、組合員により包括的に委託されている者であるから、経営の専門家たる取締役と本質的に変わるところはなく、組合を取り巻く複雑かつ流動的な諸状況の下で、その任務を遂行するため、専門的な知識と経験に基づき、合目的的かつ政策的な判断を常に求められているものであって、その総合的判断を下すに当たっての理事の裁量はその性質上自ずから広い裁量が認められているというべきである。
　したがって、信用組合の理事がした融資決裁上の判断により、結果的に当該融資が回収不能となって組合に損害をもたらしたとしても、それだけで直ちに理事の善管注意義務違反があったということはできず、融資時点で回収不能となることが相当程度予見され、又は予見され得べき状態であるにもかかわらず、十分な担保を取らずに融資を実行する等（最高裁第３小法廷昭和５３年１２月１２日判決・金融法務事情８８４号２７頁参照）、その判断が信用組合の理事として著しく不合理なものであるか、もしくは不注意による事実誤認により、結果的に著しく不合理な判断を行った場合に限り、上記裁量を逸脱したものとして善管注意義務違反になる……。

大口融資規制……には多数の政令委任事項が含まれており、しかも、通達により解釈の変更がなされることも多いこと、また、違反した際の罰則が設けられていないことなどからすれば、大口融資規制は法令による規制ではあるものの、その実質は、行政指導を一般化・明確化したものというべきであって、これに違反したことが直ちに善管注意義務違反になると解するのは適当でない。

もっとも、大口融資規制に違反することが……通常の融資以上に、その債権回収の安全性、確実性を十分に図る必要があると解すべき一事情になることはいうまでもない。
（１）第１融資について
ア　第１融資当時、既にＣグループにおいて実質的延滞が生じていた……当時の債務者の資力には相当程度の不安があった……十分な担保があったともいえない。
イ　しかしながら、Ｃグループは、不動産を買い集めて開発し、付加価値をつけて売却することを事業内容とする企業グループであることからすれば、実質的延滞や未処理損失の存在が直ちに返済能力の喪失を意味しないし、平成５年当時、不動産関係の景気には明るい兆しもあり、再び地価が上昇すると予想した当時の経済人も少なくなかったことも考慮すると、客観的にみて、債務者の資力が決定的に不足していたとはいえない。
　また、……近いうちに多額の売却代金がＣグループに入る蓋然性が高かったものであり、このような事実を考慮に入れれば、多少の担保不足は心配に足りないと判断したことについても合理的な理由がある……。
ウ　しかも、第１融資の資金使途は、東側斜面地の売却にかかる費用とされ……東側斜面地の売却により既往融資額が回収できる見通しが高かったこと……を考慮すれば、第１融資を実行することは信用組合の理事の判断として必ずしも不合理とはいえない。」

　ほぼ同様の理由により、第２融資についても責任を否定し、第３融資については、不合理な評価替えの結果としてではあるが、稟議書上は担保不足を生じておらず、前提となっているＥの土地交換が本件開発地域全体の有効利用という面から評価できることを理由に、責任を否定した。しかし第４融資、第５融資については、責任を認めた。

 [キーワード]

� ⑪事件（大阪高判平成14年3月29日）と⑫事件（大阪地判平成13年5月28日）とは同一事件であり、かつ同一人の評釈にもとづくため、[事実の概要]が共通である。


� 評釈上においては「東側傾斜地」と誤って記載されており、「東側斜面地」と訂正した。
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